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平成２９年度大村市水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 平成２９年度大村市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数 ４１，２４５戸 

（２）年間総給水量 １０，３３９，０００㎥ 

（３）一日平均給水量 ２８，３２６㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

配水管等敷設事業 １５１，０００千円 

配水管等更新事業 ２９９，０４４千円 

浄水施設整備事業 ２９６，３１８千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第１款 水道事業収益 ２，３４０，９８８千円 

第１項 営業収益 ２，１０６，９００千円 

第２項 営業外収益 ２３４，０８５千円 

第３項 特別利益 ３千円 

支 出 

第１款 水道事業費用 １，９９４，９５２千円 

第１項 営業費用 １，６９０，６０７千円 

第２項 営業外費用 ２９３，２５８千円 

第３項 特別損失 １，０８７千円 

第４項 予備費 １０，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１，１８４，１８３千円は、消費税及び地方消費税資本的収

支調整額７７，９２９千円、過年度分損益勘定留保資金７１５，５６８千円及び当年

度分損益勘定留保資金３９０，６８６千円で補塡するものとする。）。 

- 1 -



収 入 

第１款 資本的収入 ７２５，９８３千円 

第１項 企業債 ４４９，９００千円 

第２項 他会計負担金 ６，７００千円 

第３項 出資金 ９５６千円 

第４項 補助金 １２０，１３６千円 

第５項 工事負担金 １０５，１９１千円 

第６項 固定資産売却代金 １千円 

第７項 寄附金 １千円 

第８項 加入金 ４３，０９８千円 

支 出 

第１款 資本的支出 １，９１０，１６６千円 

第１項 建設改良費 １，０９４，６２７千円 

第２項 企業債償還金 ８０５，５３９千円 

第３項 予備費 １０，０００千円 

 

（特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当年度に属する債権及

び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ３３，７５７千円及び３

８，２２９千円である。 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事   項 期  間 限 度 額 

坂口浄水場中央監視設備更新工事 平成３０年度 ３８４，８６５千円 

大村市水道局料金業務等業務委託（その２） 平成３０年度     ８３８千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 

 

 

 

配水管等敷設事業 

  

配水管等更新事業 

千円 

 

 

 

 

４４９，９００ 

 

 

 

 

 

証書借入 

 

年利 5.0％以内 

 

 ただし、利率

見直し方式で借

入れる資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 

政府資金又は地方公共

団体金融機構資金につい

ては、その貸付条件によ

る。その他の資金について

は貸付先と協議して定め

る。 

ただし、企業財政その他

の都合により、据置期間及

び償還期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は低利債

に借換えすることができ

る。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費 ２６６，４６７千円 

（２）交際費 ８０千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 水道事業における水源開発、簡易水道建設に伴う企業債の元利償還等に充て

るため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２１７，９５５千円である。 
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（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、６０，０００千円と定める。 

 

 

 

平成２９年２月２８日提出 

 

大村市長  園 田  裕 史 
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５ 平成２９年度大村市水道事業予定貸借対照表（当年度分） ·············· １２頁 
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                               収益的収入及び支出

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 水道事業収益 2,340,988

1 営 業 収 益 2,106,900

1 給 水 収 益 2,078,246 水道料金

2 そ の 他 営 業 収 益 28,654 工事負担金ほか

2 営業外収益 234,085

1 受取利息及び配当金 450 預金利息ほか

2 他 会 計 補 助 金 96,863 一般会計補助金

3 長 期 前 受 金 戻 入 135,918

4 雑 収 益 854

3 特 別 利 益 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過年度損益修正益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 水道事業費用 1,994,952

1 営 業 費 用 1,690,607

1 原 水 及 び 浄 水 費 351,917

2 配 水 及 び 給 水 費 276,892

3 業 務 及 び 総 係 費 205,400

4 減 価 償 却 費 846,348

5 資 産 減 耗 費 10,000
固定資産の除却又は廃棄に要
する経費

6 そ の 他 営 業 費 用 50 材料売却原価

2 営業外費用 293,258

1 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

2 消費税及び地方消費税 60,000 消費税及び地方消費税納付分

3 雑 支 出 201 不用品売却原価ほか

3 特 別 損 失 1,087

1 固 定 資 産 売 却 損 1

2 過年度損益修正損 1,085 過年度調定分還付金ほか

3 そ の 他 特 別 損 失 1

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

目

平成２９年度大村市水道事業会計予算実施計画

収　　   入

款 項 目

233,057 企業債の支払利息

支　　   出

款 項
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的収入 725,983

1 企 業 債 449,900

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 449,900 配水管敷設事業ほか

2 他 会 計 負 担 金 6,700

1 他 会 計 負 担 金 6,700
消火栓設置工事に対する一般
会計負担金

3 出 資 金 956

1 出 資 金 956
水道水源開発企業債償還金に
対する一般会計出資金

4 補 助 金 120,136

1 他 会 計 補 助 金 120,136
簡易水道債元金償還に対する
一般会計補助金

5 工 事 負 担 金 105,191

1 工 事 負 担 金 105,191

6 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

7 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1

8 加 入 金 43,098

1 加 入 金 43,098
給水装置の新設、改造工事
申込者からの水道利用負担金

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的支出 1,910,166

1 建 設 改 良 費 1,094,627

1 建 設 改 良 費 1,083,380 配水管敷設工事ほか

2 固 定 資 産 購 入 費 11,221 量水器ほか

3 投 資 26

2 企 業 債 償 還 金 805,539

1 企 業 債 償 還 金 805,539 企業債の元金償還

 上水道債　   566,505千円

 旧上部南部簡易水道債

　　　　　    137,262千円
 旧北部東部南川内簡易水
 道債

　　　　　    101,772千円

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

支　　   出

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　   入

款 項 目
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1

退職給付費

（千円）

(2) 46,618

(2) 46,618

(2) 47,538

(2) 47,538

△ 920

△ 920

２ 　給料及び手当の増減額の明細

３

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初任給

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

給 与 費 明 細 書

総　　括 （かっこ書きは再任用職員）

区　　　　　　　　分

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 1 23 96,437 56,099 199,154 33,505 232,659

資本勘定支弁職員 4 16,232 11,704 27,936 5,872 33,808

合　　　　　　計 1 27 112,669 67,803 227,090 39,377 266,467

前
年
度

損益勘定支弁職員 1 24 95,830 47,641 191,009 28,699 219,708

資本勘定支弁職員 2 8,482 5,069 13,551 2,708 16,259

合　　　　　　計 1 26 104,312 52,710 204,560 31,407 235,967

6,635
比
　
較

損益勘定支弁職員 △ 1 607

22,530

8,458 8,145 4,806 12,951

資本勘定支弁職員 2 7,750

期末勤勉

14,385 3,164 17,549

合　　　　　　計 1 8,357 15,093

（千円）

7,970 30,500

手
当
の
内
訳

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外 管理職

1,779

手 当 手 当 手 当 勤務手当 手 当 手 当

（千円）

36,783

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 5,148 2,136 1,395 11,983

△ 66 5,148 9

45,362

前年度 3,420 2,441 1,461 6,835 1,770

8,579

区　分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　明 備　考

比較 1,728 △ 305

昇給に伴う増加分 1,573  定昇率1.57％

その他の増減分 6,523  異動等による

 勤勉手当、扶養手当

給　料 8,357

給与改定に伴う増加分 261  改定率0.26％

その他の増減分 14,108  異動等による

　給料及び手当の状況

手　当 15,093
制度改正に伴う増加分 985

区　　　　　　分 企 業 職

区 分 企業職（円）
一般会計の制度

行政職（円）平成２８年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 286,711

平 均 給 与 月 額 363,041

平 均 年 齢 38.7

本
年
度

高校卒 146,100 146,100

178,200 178,200

平成２７年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 289,627

平 均 給 与 月 額 336,666
大学卒

平 均 年 齢 37.8
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(3) 級別職員数（かっこ書きは再任用職員）

11.5

3.9

42.3

(2) (100.0) (1) 11.5 (100.0)

30.8

(2) (100.0) (1) 100.0 (100.0)

（級別の標準的な職務内容）

(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当（かっこ書きは再任用職員）

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

区　分 職員の級 職員数(人) 構成比(％) 区　分 職員の級 職員数(人) 構成比(％)

６級 3 11.5 ６級 3

1 3.8 ５級 1

４級 10 38.5 ４級 11

５級

３級 ３級

２級 6 23.1 ２級 3

１級 6 23.1 １級 8

計 26 100.0 計 26

企　　　業　　　職

６級 　課長の職務 ２級
　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う
　主事又は技師の職務

５級 　課長補佐の職務 １級 　主事又は技師の職務

７級

４級
　１　係長の職務
　２　主任の職務

区　　　分 企　業　職

職員数（Ａ）（人） 27

昇給に係る職員数（Ｂ）(人） 26

号給数別内訳

２号給 （人）

４号給 （人） 26

６号給 （人）

８号給 （人）

比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 96.3%

区 分
支給期別支給率 支給率計 職 制 上 の 段 階 、

職 務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

備　考
６月(月分) １２月(月分) （月分）

本年度 2.075 (1.050) 2.225 (1.200) 4.30 (2.25) 有

前年度 2.025 (1.025) 2.275 (1.225) 4.30 (2.25) 有

一般会計の制度 2.075 (1.050) 2.225 (1.200) 4.30 (2.25) 有

区　分
20 年 勤 続 25 年 勤 続 35 年 勤 続 最 高 限 度 額 そ の 他 の

備　考
の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) （月分） 加 算 措 置 等

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期

退職者特例措置
2％～45％加算

一 般 会 計 の
制 度
（ 支 給 率 等 ）

25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期

退職者特例措置
2％～45％加算

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

　部長の職務 ３級 　主査の職務

７級 ７級

平成２８年
１２月１日現在

平成２７年
１２月１日現在
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期 間 金 額 期 間 金 額 自 己 資 金

千円 千円 千円 千円

大村市水道局料金業務
等業務委託

336,077
平成26年度から
平成28年度まで

187,122
平成29年度から
平成30年度まで

148,955 148,955

水道料金等のコンビニ
エンスストア収納事務
委託

事務委託に
要する経費

平成26年度から
平成28年度まで

－
平成29年度から
平成30年度まで

限度額に同じ 限度額に同じ

大村市水道施設等運転
管理業務委託

614,860 － －
平成29年度から
平成33年度まで

614,860 614,860

坂口浄水場中央監視設
備更新工事

384,865 － － 平成30年度 384,865 384,865

大村市水道局料金業務
等業務委託（その２）

838 － － 平成30年度 838 838

左の財源内訳

債務負担行為に関する調書

事　　　項 限度額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 発 生

（ 見 込 ） 額  予  定  額
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千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 292,862

減価償却費 846,348

固定資産除却費 9,999

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 791

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,777

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,088

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 656

修繕引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 135,918

受取利息及び配当金 △ 450

支払利息 233,057

有形固定資産売却損益（△は益） 1

未収金の増減額（△は増加） △ 50,059

未払金の増減額（△は減少） 94,609

たな卸資産の増減額（△は増加） 216

前払金の増減額（△は増加） 0

前受金の増減額（△は減少） △ 50

預り金の増減額（△は減少） 0

小計 1,313,345

利息及び配当金の受取額 450

利息の支払額 △ 233,057

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,080,738

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,026,672

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 0

一般会計からの繰入金による収入 118,797

負担金による収入 137,307

出資金による収入 956

寄附金による収入 1

その他投資による支出 △ 26

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 769,636

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 449,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 805,539

その他の企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 355,639

資金増加額（又は減少額） △ 44,537

資金期首残高 835,018

資金期末残高 790,481

平成２９年度大村市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 321,593,590

ﾛ 586,567,445

△ 301,609,945 284,957,500

ﾊ 27,029,074,755

△ 10,708,988,793 16,320,085,962

ﾆ 7,446,806,784

△ 5,266,968,725 2,179,838,059

ﾎ 18,009,500

△ 12,515,886 5,493,614

ﾍ 85,353,466

△ 71,290,446 14,063,020

ﾄ 475,040

19,126,506,785

(2)

ｲ 188,700

ﾛ 320,312

509,012

(3)

ｲ 98,320

98,320

19,127,114,117

2

(1) 790,480,597

(2) 360,264,852

△ 2,098,000 358,166,852

(3) 15,737,077

(4) 0

1,164,384,526

20,291,498,643

ソ フ ト ウ ェ ア

前 払 金

土 地

減 価 償 却 累 計 額

資　　　産　　　の　　　部　

投資その他の資産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

固 定 資 産 合 計

そ の 他 投 資

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

平成２９年度大村市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成３０年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

投資その他の資産合計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
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3

(1)

ｲ 10,788,681,997

10,788,681,997

(2)

ｲ 54,443,570

ﾛ 110,226,621

164,670,191

10,953,352,188

4

(1)

ｲ 809,352,354

809,352,354

(2) 342,841,920

(3) 4,525,890

(4)

ｲ 13,898,000

ﾛ 3,102,000

17,000,000

(5) 31,761,027

1,205,481,191

5

(1) 5,158,635,030

(2) △ 1,459,563,489

3,699,071,541

15,857,904,920

6 3,203,426,365

7

(1)

ｲ 462,602,491

ﾛ 4,635,543

ﾊ 2,377,481

ﾆ 85,614,194

ﾎ 6,292,204

ﾍ 1,544,407

ﾄ 631,872

ﾁ 7,400,000

571,098,192

(2)

ｲ 659,069,166

659,069,166

1,230,167,358

4,433,593,723
20,291,498,643

負　　　債　　　の　　　部　

流 動 負 債

当年度未処分利益剰余金

企 業 債 合 計

繰 延 収 益

そ の 他 資 本 剰 余 金

加 入 金

寄 附 金

他 会 計 負 担 金

工 事 負 担 金

企 業 債 合 計

企 業 債

資 本 金

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

預 り 金

建設改良費等の財源に

建設改良費等の財源に

引 当 金 合 計

充てるための企業債

引 当 金

長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

固 定 負 債

前 受 金

充てるための企業債

資 本 剰 余 金

剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

未 払 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計

他 会 計 補 助 金

資　　　本　　　の　　　部　

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

企 業 債

負 債 資 本 合 計

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計
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千円 千円 千円

1 営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 1,822,153

(2) そ の 他 営 業 収 益 13,968 1,836,121

2 営 業 費 用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 297,454

(2) 配 水 及 び 給 水 費 222,648

(3) 業 務 及 び 総 係 費 198,610

(4) 減 価 償 却 費 729,925

(5) 資 産 減 耗 費 10,000

(6) そ の 他 営 業 費 用 50 1,458,687

営 業 利 益 377,434

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 576

(2) 他 会 計 補 助 金 23,909

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 87,768

(4) 雑 収 益 2,866 115,119

4 営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 及 び 221,393

企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 雑 支 出 1,035 222,428 △ 107,309

経 常 利 益 270,125

5 特 別 利 益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1

(3) そ の 他 特 別 利 益 1 3

6 特 別 損 失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,410

(3) そ の 他 特 別 損 失 1 1,412 △ 1,409

268,716

97,491

0
366,207

平成２８年度大村市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで） 

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

そ の 他 未 処 分 利 益剰 余金
変 動 額
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 290,644,516

ﾛ 586,567,445

△ 288,734,945 297,832,500

ﾊ 23,949,069,968

△ 10,168,423,793 13,780,646,175

ﾆ 6,906,815,006

△ 4,981,005,725 1,925,809,281

ﾎ 13,961,500

△ 10,379,886 3,581,614

ﾍ 82,840,466

△ 66,853,446 15,987,020

ﾄ 475,040

16,314,976,146

(2)

ｲ 188,700

ﾛ 692,312

881,012

(3)

ｲ 72,320

72,320

16,315,929,478

2

(1) 835,018,200

(2) 310,206,090

△ 2,889,000 307,317,090

(3) 15,953,077

(4) 0

1,158,288,367

17,474,217,845資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産

未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

前 払 金

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権

流 動 資 産

現 金 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

平成２８年度大村市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成２９年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資　　　産　　　の　　　部　

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

そ の 他 投 資

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
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3

(1)

ｲ 9,487,576,364

9,487,576,364

(2)

ｲ 33,666,570

ﾛ 110,226,621

143,893,191

9,631,469,555

4

(1)

ｲ 805,537,273

805,537,273

(2) 248,233,761

(3) 4,575,890

(4)

ｲ 11,810,000

ﾛ 2,446,000

14,256,000

(5) 31,761,027

1,104,363,951

5

(1) 3,998,579,183

(2) △ 1,323,645,489

2,674,933,694

13,410,767,200

6 3,157,096,361

7

(1)

ｲ 435,777,224

ﾛ 509,736

ﾊ 2,377,481

ﾆ 85,614,194

ﾎ 6,292,204

ﾍ 1,544,407

ﾄ 631,872

ﾁ 7,400,000

540,147,118

(2)

ｲ 当年度未処分利益剰余金 366,207,166

366,207,166

906,354,284

4,063,450,645
17,474,217,845

企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

前 受 金

修 繕 引 当 金

引 当 金

資 本 剰 余 金

預 り 金

長 期 前 受 金

充てるための企業債

充てるための企業債

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

流 動 負 債

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

引 当 金 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

引 当 金 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に

建設改良費等の財源に

企 業 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部　

剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益

未 払 金

固 定 負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部　

負 債 資 本 合 計

寄 附 金

利 益 剰 余 金 合 計

他 会 計 負 担 金

加 入 金

剰 余 金

資 本 金

固 定 負 債

資 本 合 計

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 １０～５０年

機械及び装置 １５年

工具・器具及び備品 ４～１５年

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

ソフトウェア ５年

２ 引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。

（２） 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。

（３） 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。

（４） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上して

いる。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

平成２９年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は２，１１

０，８４２千円である。

２ 平成２８年度予定貸借対照表における引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

平成２８年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１２，８

４９千円を取り崩すこととする。

（２）法定福利費引当金の取崩し

平成２８年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２，９２６千円を取り崩すこととする。

（３）貸倒引当金の取崩し

平成２８年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金２，２６

３千円を取り崩すこととする。

３ 平成２９年度予定貸借対照表における引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１１，８

１０千円を取り崩すこととする。

（２）法定福利費引当金の取崩し

平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２，４４６千円を取り崩すこととする。

（３）貸倒引当金の取崩し

平成２９年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金２，８８

９千円を取り崩すこととする。

Ⅲ．その他注記

新会計基準移行に係る経過措置

（１） 退職給付引当金に関する経過措置

会計基準変更時差異（３１１，６４７千円）については、平成２６年度から職員の退職まで

の平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を費用処理している。
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（２） 修繕引当金に関する経過措置

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り

崩すこととする。

（３） リース資産に係る経過措置

リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（４） みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本

剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産

で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべて

の資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象と

した按分等の方法を用いて合理的に整理している。

（５） 大村市簡易水道事業の統合

平成２９年度から、大村市簡易水道事業の資産、負債、資本等をすべて引き継いで、財務諸

表等を作成している。
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